1、 　取り調べることができるというためには、証拠能力が必要（317条）。証拠能力が認められるためには、自然的関連性・法律的関連性が備わり、証拠禁止に触れないことが必要。本件では、自然的関連性と証拠禁止の点は問題なし。
2、 １、もっとも、法律的関連性はどうか。具体的には、伝聞法則（320条1項）で否定されないか。伝聞証拠の意義が問題。
２、（実質説の論証）。

３、あてはめ。

（１）①部分は調書作成者の供述だから該当。このことは、②と③部分にも波及。

（２）②部分は、実況見分調書である点で該当。Ａの指示が含まれている点は、現場指示なら非供述証拠だから不該当。現場供述なら該当。後者なら二重の伝聞。

（３）③部分は、実況見分調書である点で該当。さらに、Ａの供述は現場供述であるから、この点でも該当。二重の伝聞。

三、１、証拠とすることの必要性と信用性の情況的保障があることを理由に、例外的に伝聞証拠の法律的関連性を認める伝聞例外（321条等）にあたれば、例外的に法律的関連性あり。あたるか。

　　２、①部分について

　　　（実況見分調書と321条3項の論証＝321条3項の趣旨は、必要性：記憶保存の点で調書のほうが優れている、信用性：職務性がある）。同条項を類推適用して法律的関連性あり。

　　３、③部分について

　　　実況見分調書である点は、①同様321条3項類推で法律的関連性肯定。

　　　Ａの供述が含まれてる点は、伝聞例外の原則的規定である321条1項3号しかない。同条項号は、供述不能・不可欠性・絶対的特信情況を求める。本件では、これを充たすような極めて例外的な事情は挙がってない。よって、法律的関連性なし。

　　　よって、③部分は全体として法律的関連性なし。

　　４、②部分について

　　　現場指示なら①部分に準じる。現場供述なら③部分に殉じる。

3、 　以上より、①部分は証拠能力あり。③部分はなし。②部分は、現場指示ならあり、現場供述ならなし。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
